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　1945 年 9 月以降の占領下において、日本人は原則として海外渡航を禁止さ








で始められていた。1947 年 10 月、戦後の移住政策実現のための組織を目指し
て有志による「海外移住協会」（会長は当時の衆議院議長、松岡駒吉）が発足し、
機関紙を発行するなど移民送出再開の呼びかけに着手したのがそれである。し






49 年 3 月、外務省内で「日本人移民に関する将来の諸問題」について研究が
行なわれた際にも、GHQ ／ SCAP から責任者に対し厳重な戒告が与えられた
という（今野・藤崎 1994: 183）。




































った。サンフランシスコ講和条約が 1952 年 4 月に発効し、その年の暮れには、
前年にブラジル在住の日本人の働きによって許可されていたアマゾン移民の第
一陣 54 人が、ブラジルに向けて出発している。政府主導の、すなわち国策と
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しての移民を送出する体制が本格的に整備されるのはこの年以降のことである。
各県に移住者の募集、広報活動を担う機関として「海外協会」が再び設置され








いた「移民係」が格上げされる（cf. 若槻 2001: 15）が、「移民係」時代からアメ
リカ大陸の担当部署が移民の事務を担っていたことは指摘しておきたい。













民送出費用向けの米国（銀行）からの借款であった（読売新聞、1954 年 11 月 25
日朝刊）。米国が日本の移民に対する警戒を解いたことの証左として好意的に









1953 年には海協連が担当した移民の年間送出数は 1500 人弱まで増えた。この
数字はその後数年間にわたって漸増を見せる（54、55 年には 3500 人前後、56 年
には 6000 人を、57 年から 59 年は 7000 人をそれぞれ超え、60 年には 8300 人に達し
た）が、61 年から 62 年にかけて 2000 人ほどまで急降下したのち、60 年代は
1000 人前後で低迷、70 ～ 80 年代を通して数百人規模に留まることになる（坂






60 年度までの移住者総数は約 4 万 6000 人（うち 3 万 7000 人以上がブラジルへ）、
年平均にすると 5000 人強ということになり、戦前に比べても、戦後のヨーロ
ッパ移民と比べてもかなり少ない（小野 1962: 98）。参考までに挙げておくと、
1952 年から 93 年までの中南米への政策移民（海協連、海外移住事業団、国際協













































































































































































































ら結成された支援組織、Licensed Agencies for Relief in Asia（アジア救済公認
団体）の頭文字（LARA）をとった通称である。1946 年 11 月から 52 年まで続
き、1950 年 11 月の時点での記録によると日本に送られた物資は「当時の邦貨
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の発端は、強制転住の情報を受け取った（21）移民の関係者（22）の間でこの転住問






















































いくつか充実した研究があるので詳細はそちらに譲るが（Azuma 2008; Ruoff 
2011）、これは移住地で暮らす日本人を日本に集めて「大和民族発展」の体現
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戦前からの伝統のひとつといえる（cf. Endoh 2009: 73）。
（6）外務省は移民課時代の 53 年に「移民五カ年計画」、翌年に「海外
移住十カ年計画」、移住局時代の 58 年に「移住五カ年計画」を発表
















当局の重点が Citizen よりも Japanese にあったと捉えるのは深読み
だろうか。
（11）若槻・鈴木はこの発言を 1949 年 11 月 17 日の参議院本会議のも
のと明記して引用しているが（1975: 103）、国立国会図書館の国会
会議録検索システム上では 17 日の本会議（13 号）に上記の発言は
なく、16 日の本会議（12 号）に収録されている。



















（15） 1945 年 9 月に早くもニューヨークで、11 月にはカリフォルニア
で日本救援の準備の動きが始まっており、カリフォルニアで 1946
年 1 月に「日本難民救済会」が結成された（飯野 1997: 324, 粂井 





は」より。http: //www.jadesas.or.jp/taikai/index.html、2012 年 2 月




































し 300 万円を用意された。もう 30 年近くも前の 300 万円ですから、






161 号、1962 年 5 月 15 日（国際協力事業団 1979: 741）に寄せた随
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月刊パンフレット」に掲載されていたという。
（31） ルオフは 1940 年の「海外同胞東京大会」という日本政府の戦略
を「1899 年体制」と呼ばれる国籍法と戸籍法によるダブルスタンダー
ドの集団分類・管理と重ねて論じており、興味深い（Ruoff 2011、
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